宅老所の現状と長野県政

馬場　隆志　氏

（特定非営利活動法人こまネット理事長）

１　田中県政誕生からの宅老所開設数の状況

	　　　　　年

種別　
	2000（誕生）
	2001
	2002（2期）
	2003
	2004
	合　　計

	県補助
	0
	0
	29
	44
	46
	119

	自主設置
	0
	36
	21
	30
	42
	129

	合　　計
	0
	36
	50
	74
	88
	248

	累　　計
	0
	36
	86
	160
	248
	248

	伸び率（％）
	0
	100
	239
	444
	688
	　


介護保険制度が発足したのが２０００年、その年の秋に田中県政は誕生した。知事不信任が採択され、出直しの２期目がスタートしたのが２００２年の８月。介護保険の適用を受けたい小規模の通所介護事業所開所事業主への県補助が始まったのが、２００２年４月から。新築２，０００万円まで、民家改修型には、７５０万円を限度にスタートした（市町村が３分の１、県が３分の２負担）。

２００２年度２９箇所、０３年度４４箇所、０４年度４６箇所、０５年度は、現在まで１７箇所、２００６年度についても２５箇所位の予算付けをしていきたい考えであるようだ。自主設置と合せて現在２７０箇所を超える宅老所が、「通所介護」事業を展開している。２００１年度に出来た３６箇所の宅老所の実体と介護関係者、利用者・家族の方々の切実な要求を受け止めての政策化→予算化であったと思う。宅老所が出来たことによって、新しい宅老所を作る気持を喚起させ、これを県補助が後押しし、開所数を伸ばして行ったと県ではみている。

異業種からの参入、一般法人の設立参入が大きかったのは、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）が沢山出来て、福祉関係の事業を展開するのに県補助は、大きな力となった。田中県政のように宅老所（小規模な通所介護事業）が、数多くあるのは、福島県の１１０箇所が目立つが（県人口２１０万人）、県として補助金は出していない。隣の新潟県（人口２４８万人）では、規模の大きな通所介護＝デイサービス・デイケアが全てで、介護保険外のミニデイ、いきいきデイサービス程度のものをやっている所が、２、３箇所あるだけ。全国的に見て、県が宅老所に補助金を出しているのは例を見ない。

２　宅老所の効果

　　県政は、知事によって大きな違いが現れるということを示す上で、「宅老所」は、とても良い例といえるでしょう。

　では、このような宅老所が出来たことによって、どのような効果が期待できるのか。

1 介護保険制度の活性化　②「介護」の手助け　③経済的効果　④地域づくりへの貢献

ではないかと考える。

①介護保険制度の活性化という点では、「認定」を受けた利用者が、介護サービスを受ける上での選択肢を広げた。小規模事業所でなければ出来ないサービス、宅老所のサービスが適すると思われる利用者、このことにより競争が生まれ、介護サービスの向上を促し、介護保険制度の活性化へと期待される。

②「介護」の手助け。「介護」をめぐって様々な事件まで発生する現在、少しの時間でも通所して、サービスを受けることによって、家族の方々の負担軽減に役立っている。老々介護による無理心中も新聞にちょくちょく出ているし、数年前、地元で起きた事件も、年老いた母親を息子一人で看ていたが、精神的、肉体的疲労から親を殺し、自殺するという痛ましいものだった。介護している人たちへの手助けも大きな役割を果たしている。

③経済的な効果は、言うまでもなく、そこでの雇用の創出、さらには、事業所で行う消費活動である。雇用のことだけを見ても、２５０箇所の宅老所で働く人が、１箇所平均で、１０人として、２，５００人、新たな就業の場が出来たことになる。これは、２００４年末の長野県の失業者数が約４０，０００人（県発表）に対し、０．６％以上になり、少なくともその年の失業率３．４％（試算価）にとどめた要因を作っている。これがなければ、4％を超えていたといえる。

また、２５０箇所平均で１，０００万円の改修工事をはじめ、開所までの費用を考える

と２５億円。毎日毎日の食事代、地代、家賃、車両関係の支出、保険、国への労働保険、健康保険、厚生年金等の働く人と事業主からの支払い……はかり知れない。

4 域づくりへの貢献。各市町村では、「介護保険事業計画・老人福祉計画」等を策定し、

取組んでいる。その中で、基本的な理念・目標等で、大概「住み慣れた地域で、その人らしく（尊厳）をもって暮らし続けられる、明るく活力ある高齢社会を作っていきましょう。」みたいなことが、謳われている。これは、行政側からの夢を語らせよう、見せようということだけではなく、私たちの要望でもある。これを真に実現して行くうえで、宅老者の果たす役割は、とても大きいと思う。地域に根ざした利用者、そして、家族の要望、要求を汲み上げた宅老所作りが、新たな地域づくりの拠点となって行わなければ、これはまた、大きな効果であると思う。それが出来るのは、宅老所でしかない。

３　宅老所のこれから

　２００５年６月１日付信毎報道のように宅老所の経営内容は厳しい状況にある。少ない利用者、スタッフも不足、質の向上にも課題を残している。追い打ちをかけるように子の４月１日からの介護保険の改悪。現在、「要支援」、「介護１」の認定を受けている人たちが、「要支援」者の全員、「介護１」の中の７０％～８０％の人たちを「介護２」にして、予防給付という新しい制度へ移行しようとしている。全体として、現在、介護サービスを受けている人たちの約半数が、介護保険を利用出来なくなる。→介護が必要な人から介護を取上げることになる。

　県補助を受け、最低でも１０年は営業するように県から言われながら、すでに閉鎖した宅老所も出てきており、今後は、油断できない状況である。

　実質的な管理監督が、県から市町村に下がることも新たな問題を発生しかねない。

　厳しい状況の中、利用者、家族の望む介護サービスの提供をその人たちや介護に関わる全ての人たちの要求を組織し、国を動かす「力」を。

宅老所は、そうした中で、生き残るのだろう。







